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洞爺湖町議会令和６年１２月会議 

追 加 議 案 説 明 資 料 
 



洞爺湖町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第６条 略 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の

月額及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額

の合計額に１００分の２３５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給

与条例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に

応じた割合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第６条 略 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の

月額及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額

の合計額に１００分の２２５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給

与条例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に

応じた割合を乗じて得た額とする。 

 

洞爺湖町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表（第２条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第６条 略 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の

月額及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額

の合計額に１００分の２３０を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給

与条例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に

応じた割合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第６条 略 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の

月額及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額

の合計額に１００分の２３５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給

与条例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に

応じた割合を乗じて得た額とする。 
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洞爺湖町特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２３５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２２５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

 

洞爺湖町特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表（第２条関係）  

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２３０を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、１００分の２３５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の給与に

関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号）の適用を受ける

職員（以下「一般職の職員」という。）の例により在職期間の区

分に応じた割合を乗じて得た額とする。 
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洞爺湖町職員の給与に関する条例新旧対照表（第１条） 

改   正   案 現       行 

 （寒冷地手当） 

第１７条 略 

２ 寒冷地手当の額は、次の表に掲げる地域の区分及び基準日における

職員の世帯等の区分に応じ、同表に掲げる額とする。 

地域の

区分 

世帯等の区分 

世帯主である職員 
その他の職員 

扶養親族のある職員 その他の世帯主である職員 

２級地 ２６，０００円 １４，５００円 ９，８００円 

３～５ 略 

 

 （期末手当） 

第２１条 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて

得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

⑴～⑷ 略 

３～５ 略 

６ 定年前再任用短時間勤務職員に対する第２項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の７１．

２５」とする。 

 （寒冷地手当） 

第１７条 略 

２ 寒冷地手当の額は、次の表に掲げる地域の区分及び基準日における

職員の世帯等の区分に応じ、同表に掲げる額とする。 

地域の

区分 

世帯等の区分 

世帯主である職員 
その他の職員 

扶養親族のある職員 その他の世帯主である職員 

２級地 ２３，３６０円 １３，０６０円 ８，８００円 

３～５ 略 

 

 （期末手当） 

第２１条 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．５を乗じて

得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

 ⑴～⑷ 略 

３～５ 略 

６ 定年前再任用短時間勤務職員に対する第２項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２２．５」とあるのは「１００分の６８．

７５」とする。 
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（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。

次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算し

た額に１００分の１０７．５を乗じて得た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再

任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の５１．２５を乗

じて得た額の総額 

３～５ 略 

 

 

（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。

次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算し

た額に１００分の１０２．５を乗じて得た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再

任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の４８．７５を乗

じて得た額の総額 

３～５ 略 
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洞爺湖町職員の給与に関する条例新旧対照表（第２条） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第２１条 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５  を乗じて

得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

⑴～⑷ 略 

３～５ 略 

６ 定年前再任用短時間勤務職員に対する第２項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２５  」とあるのは「１００分の７０ 

  」とする。 

 

（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。

（期末手当） 

第２１条 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２７．５を乗じて

得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

 ⑴～⑷ 略 

３～５ 略 

６ 定年前再任用短時間勤務職員に対する第２項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の７１．

２５」とする。 

 

（勤勉手当） 

第２４条 略 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当

該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。
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次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算し

た額に１００分の１０５  を乗じて得た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再

任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の５０   を乗

じて得た額の総額 

３～５ 略 

 

次項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額を加算し

た額に１００分の１０７．５を乗じて得た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再

任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００分の５１．２５を乗

じて得た額の総額 

３～５ 略 
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